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地震は も突然で衝撃的、かつ壊滅的な自然災害です。 近のスマトラ島沖(2004.12.26, M. 9.3)
やパキスタン（2005.8.6 M7.6)、ジャワ（2006.5.27, M6.3）地震による被災地の悲惨な状況は記

憶に新しいものがあります。地震は防ぐことはできないし、また、現実的な予報が可能になる日

はいつになるかわかりません。しかし地震危険地域やその発生するであろうおおよその時期（数

十年～数百年レベルの精度）は、予測することができます。従って我々は、地震災害の危険と共

に如何に生きるかを学び、生活していかねばなりません。つまり、災害発生時に対しての備えを

持った生活をする必要があるということです。 
 

プレート衝突帯‐ヒマラヤ‐は地震の巣 
 
プレートの衝突境界と地震：地球表層を覆う数十枚のプレートは相互に異なる水平運動をしてい

るため、プレートとプレートの境界付近、とりわけプレートの収束境界付近のリソスフェアには、

長い期間に巨大な歪エネルギーが蓄積されます。このエネルギーは、いずれ岩盤（リソスフェア

の一部）を破壊することで解放されます。これが断層運動で、このときに地震が発生します。岩

盤の破断は既存の断層があればそれに沿って起こるのが普通です。例えば、ヒマラヤの巨大断層

として知られる主中央衝上断層は数千万年前に生まれ、以後いろいろな時期に運動した形跡があ

ります。そのたびに地震があったわけです。 近の記録では、この主中央衝上断層に沿った中・

小地震が非常に多く観測されています（図1）。                                    

                                                  
∗ ネパール日本人会講義資料2005.11.5を補充、改稿した。地学教育と科学運動誌に投稿2006.8.22。 
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図1 ネパールとその周辺における 近数年間（1994－1998）の地震分布 (Pandey ら, 1999に加筆)．黒丸は震央

位置で、その大きさは地震の大きさに対応している。ＭＣＴ：主中央衝上断層 ＭＢＴ：主境界衝上断層、

ＭＦＴ：主前縁衝上断層 A－A’ は図3と対応している。 
 
ヒマラヤの地震：ヒマラヤはよく知られているように、インドプレートとユーラシアプレートが

衝突しているところで、典型的なプレート衝突境界帯です。1億2千万年ほど前に南極から分かれ、

インドプレートに乗って北上を続けたインド亜大陸は、5000万年ほど前にユーラシア大陸に衝突

しました。衝突後もインドプレートの北方流動は続き、両プレートの間にあったテーチス海堆積

物は、その下位の高ヒマラヤ片麻岩層や低ヒマラヤ変堆積岩層と共に圧縮され、褶曲、断裂を繰

り返し、盛り上がってヒマラヤ山脈を作りました。現在でもインドプレートは年間2センチメー

トルの速さでアジアプレートの下に潜り込んでおり、その結果としてヒマラヤの上昇は今も続い

ているわけです(例えばKizaki, 1994)。 
 
このため、ヒマラヤとその周辺地域は世界で有数の地震地帯となっており、地球史上 大級の地

震がいくつか知られています（図2）。また、 近数年間の中小地震分布は特に上記の主中央衝上

断層周辺域に集中して分布しており、震源は大部分地下10‐20kmで、これは主ヒマラヤ衝上断

層面とほぼ一致すると見られています（図3、Pandeyら、1999）。図1にはMCTから南は百数十

km、北は約700km離れて北東－南西方向の地震集中帯が認められますが、これについてはよく

わかっていません。北部のものは同方向の性断層群が発達しており、ヒマラヤ横断正断層群と同

起源と思われます。南部のものはヒマラヤ前縁衝上断層よりやや北に位置しており、この衝上断

層の活動に関連すると考えられます。より南では、インドのシロン地塊を除いて全く大地震はあ

りません。図1ではMCTから700km以上は離れたチベット高原に北東－南西方向に地震ン集中域

が2箇所見られますが、これは一般にはインドプレート北上による内陸地震の一部と見られてい

ます。ヒマラヤまた、パキスタン西部、インド北西部、ネパール、インド北東部、ブータンなど

を含むヒマラヤ地帯とその前面のインダス・ガンジス平原は、世界の人口密集域の一つであり、

開発途上国人口の3分の1以上がここに集まっています。このため、ヒマラヤ周辺の地震は多くの

大災害を記録しています。                       
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図2 19－20世紀におけるヒマラヤ及び周辺地域の巨大地震と将来の巨大地震・大地震の可能性（Birham ら，

2001に加筆) 
過去の巨大地震は年号と地震断層の活動地域が示されている。棒グラフは可能な地震の大きさを示している。棒

グラフの下部の暗灰色柱は地震発生の場合のマグニチュード、上部の明灰色柱は確実ではないが、暗灰色柱で示

されたマグニチュード以上の巨大地震（Ｍ８以上）の可能性を示している。黒丸は主な人口密集都市 
 

 
図３ 中部ネパールヒマラヤの地質断面と震源分布 
(a) 中部ネパールヒマラヤの地質断面（Pandey, et al., 1999に加筆、改変)．図1のA-A’の位置。図上部のIndian 

Gangetic Plainなどの区分はヒマラヤの地形区分．MCT:主中央衝上断層、MBT:主境界衝上断層、MFT:ヒマ

ラヤ前縁衝上断層、MFT:ヒマラヤ主衝上断層で、MFTは地下の仮想巨大断層で、地震探査でほぼ確認され

ている。 
（ｂ） 近数年間に起こった中部ヒマラヤの中小規模地震の震源分布頻度（Pandey, et.al., 1999に加筆）．取り扱

った地震は図1に対応している。地質構造はうえの図 (a)に対応している。地震震源の 集中位置はMFTに沿って

おり、また、その傾斜変動部であることが注目されている。 
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ネパールの地震 
 
ネパールの地震史：1253年から現在まで、ネパールでは少なくとも16の大きな地震が知られてい

ますが、記録は充分ではありません。1833年地震（Ｍ7.9）と1934年地震（Ｍ8.3）は100年間隔

で起こっており、記録も明確で被害も 大級でした。これらの地震では、とくにカトマンズ盆地

地域が 大の被害を受けました。この100年間の記録では、ネパール全体でほぼ12年に1回、大規

模あるいは巨大地震が起こっているとの統計があります（Nakarmi, 1997)。ネパールにおける地

震観測ステーションは1978年以来少しずつ増え、現在は国内21箇所に設置されています。この結

果、多量の有効なデータが蓄積されてきました（図1参照）。 
 
中部ヒマラヤ巨大地震の恐怖：Pandeyら（１９９３）は 近数百年間に起こったヒマラヤの巨

大地震分布、とりわけその地震断層の広がりと、 近数年間の中小地震分布を解析し、巨大地質

構造も加えて考察し、ネパールヒマラヤは地震地質構造学的に200～300km長さのいくつかの区

域に分けられると指適しました。Birhamら（2001）はこの考えを全ヒマラヤの延長2400kmに適

用しました（図2）。これらのブロックはそれぞれに、ある程度一定の周期で巨大地震を発生し、

別々に運動しているようです。20世紀に起こったＭ8.0-8.7の巨大地震は、東から西にアッサム地

震（インド、1950）、シロン地震（インド、1897）、ネパール・ビハール地震（1934）、カングラ

地震（インド、1905)など、ヒマラヤのいろいろなブロックで発生しました（図2参照）。 
これらのほかに中～大規模地震はたくさんありました。ごく 近のパキスタン地震（2005）もこ

の一部です。これらは、上記の巨大地震よりはかなり小さいものですが、それでも大きな災害を

引き起こしています。あるブロックで、巨大地震や幾つかの中・大規模地震によってそのブロッ

クに蓄積されたリソスフェアの歪エネルギーが放出されると、そのブロックではその後しばらく

は大きな地震は起こりません。 
科学者達は現在、カトマンズ周辺及びその西部地域一帯の1000ｋｍ近い区間（図2のほぼ1833～
1905地震域の間の区間）には、過去数百年間にわたって巨大地震が無いことに注目しています。

私達はこれを「中部ヒマラヤ地震ギャップ：Central Himalayan Seismic Gap」と呼んでいます。

次のヒマラヤ地域の巨大地震は、このギャップで発生する可能性が極めて高いと見られています

（図2参照）。私たちは、このギャップで将来発生するであろう巨大地震を、「中部ヒマラヤ巨大

地震」と呼ぶことにします（ＪＩＣＡ／ネパール内務省の2002年報告ではこの将来の巨大地震を

ネパール中部地震と呼んでいます）。蓄積されている歪エネルギーの規模から、この巨大地震は

ヒマラヤの過去数百年の歴史で 大のものになる可能性もあります。震央に近い地域は 大の被

害を受けますが、震央から若干離れるかもしれないカトマンズや北インド平原でも大きな被害が

出ると思われます。これらの地域の地盤は厚い沖積層でとくに地震に弱く、また巨大な人口を抱

えています。 
 
カトマンズの1934年地震災害：1934年１月15日、カトマンズは震度８－９のネパール・ビハー

ル地震に見舞われました（図４，５，６）。マグニチュード8.3の震央は市の東約170kmにありま
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した。同市は1833年にも大きな地震災害を受けていますが、1934年当時のカトマンズでは、巨大

地震に対する対策、準備は皆無であり、また、なんの予報もありませんでした。この地震災害に

よる死者の総数は8,519人、そのうちほぼ半数がカトマンズ盆地居住者でした。倒壊建物総数は

66,440棟でした。盆地内では建物の約19％が倒壊し、40％が損壊を被りました（Basnet， et 
al.,1998）。地震のあと、カトマンズ市が再建され、市民生活が復元するまでには大変長い年月が

かかりました。しかし市の震災後復興にさいして、対災害計画や、個々の建物に対する建築指導

などはまったくなされませんでした。   
 

 
図４ 1934年ネパール・ビハール地震におけるカトマンズ盆地内の震度分布（JICA・ネパール内務省，2002に加

筆）。原図のMMI（I～XII)を日本気象庁震度（I～VII）に訂正した。 
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図５ 1934年ネパール・ビハール地震におけるカトマンズ盆地内の建物被害分布（JICA・ネパール内務省，2002
に加筆） 
太い実線はカトマンズリングロード、中太実践はその他の主要道路（図８参照）．ＴＫ：トッカ・カリ ＧＤ：

ゴダヴァリ ＩＣ：イチャング ＫＲ：キルティプール  ＮＧ：ナガルコット ＰＨＰ：ファルフィン Ｐ

Ｔ：パタン ＴＣ：テチョ  ＴＨ：タンコット  

   
図６ 1934年ネパール・ビハール地震におけるカトマンズ盆地内の被災犠牲者分布（JICA・ネパール内務省，2002
に加筆） 
 
カトマンズ盆地における近い将来の地震災害シナリオ 
 
南アジア随一の無防備・無秩序な都市カトマンズ：1951年のネパール民主化以後、それまで小

さい中世そのままの町だったカトマンズは急激に膨張しました。不幸なことに、この膨張（現在

のカトマンズ盆地の人口は約200万人）に対しても、1934年震災後の復興時と同様に、都市プラ

ニングが全くなされませんでした。道路配置、救急施設、公園配備などの計画は一切無く、まっ

たくの無秩序で、災害に対して無防備な都市として巨大化してきました（図７，８）。1980年代

まで、まだ町の周辺には広い田畑があり、プラニングができた筈でしたが行なわれませんでした。

現在もカトマンズは市域の周辺に膨張しつつあり、早急にプラニングをすべきですが、ネパール

政府はもとより、盆地内の３市の行政も相変わらずなにもしない状況です。このため、現在の市

内は狭く曲がりくねった道が大部分で、いざと言うときの救急車や消防車は勿論、災害復旧のた

めの重機の通行も殆ど不可能です。さらに市内の上水道設備は全く不十分であり、飲料水不足は

平素でも深刻です。市内の建物の大部分は専門技師の設計や管理を経て建設されておらず、また、

建設に際していかなる機関からの指導もありませんでした。建築基準案は数十年前に準備されま

したが、市当局は理由なしに長年そのまま放置し、進展しませんでした。 
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図７ 現在のカトマンズ市域の主な道路、公共機関など 

政府機関 １：国軍本部 ２：首相官邸 ３：警察本部 ４：王宮 ５：主官庁ブロック 
外国・國際機関 Ａ：米国大使館 Ｂ：日本大使館 Ｃ：ロシア大使館 Ｄ：英国大使館 

  Ｅ：USAID Ｆ：国連 Ｇ：JICA 
有名寺社 ＢＮ：ボーダナート、 ＳＢ：スワヤンブナート 

 

 

 

 

図８ 現在のカトマンズ市内の状態 
Ａ：カトマンズ市中心部概観（南望）、トリブ

バン大学トリチャンドラキャンパスの時計

台がひときわ高く聳えている 
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Ｂ：カトマンズ中心商店街地域の道路と建物の

様子 

 

 

Ｄ：カトマンズ市内いたるところに走る

狭い路地と不安定な高いビル 
 
 

Ｃ：カトマンズ市内、つっかい

棒でがんばっている建物も少な

からず見られる 

 
 
 
 
 
 
 
ネパール政府は1988年の東ネパール地震（犠牲者721人、倒壊家屋6500棟）の直後に国連人間居

住センターにネパールの地震災害アセスメントと対策を依頼しました。UNDPプロジェクトは

1993年にネパール政府に建築基準案を含んだ答申を出しましたが、政府は12年間なにもせずにこ

れを放置していました。近年ようやく政府は国内の全州都に建築基準を適用するようにとの通達
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を出しましたが、その実行をどのようにするのかは放置されたままで、結局なにも実行されませ

んでした。その後いくつかのNGOや国際NGOが地震災害の危険性と対策を提言するようになり、

2002年には日本国際協力団（現日本國際協力機構：JICA)がカトマンズ盆地についての調査と提

言を行ないました(JICA/Ministry of Home Affairs, 2002)。 
これらの努力を受けて、政府はようやく地震災害問題に真剣に取り組む姿勢を見せ始めるように

なりました。毎年1月15日は1934年の同日の巨大地震災害を忘れないための「地震安全の日」に

制定されました。一昨年になり、パタン市当局がようやく建築基準システムの発動を開始し、カ

トマンズ市もパキスタン地震（2005年8月）の直後にその準備を開始し、現在ではようやく実行

に移されています。また、病院では地震・火災対策が立てられました。しかし、建築基準は新し

い建物に適用されるので、市の殆どの建物については何の変化もありません。現在の市内の建造

物はすべて、建築主の責任において建てられたものです。政府機関の建物でさえ、耐震強度につ

いては大きな問題があると思われます。結論として、カトマンズ市内の大部分の個人住宅、公共

の建物、病院、ホテル、学校などのすべての建物が、地震に対して大変に危険な状態であると言

えます。 
カトマンズ盆地における地盤の耐震脆弱性：カトマンズ盆地の地盤は、地震に対して大変に脆弱

です。これは約8000年前まで、カトマンズ盆地は湖だったからで、盆地全域に湖や河川堆積物が

大700メートル、平均数百メートルの厚さで堆積しているからです（図９）。市内における 近

のボーリングデータでは、地表から少なくとも20ｍの深さまで大変にやわらかい土壌があります。

このようなやわらかい土壌の上に建築された建物は、堅い岩盤上の建物に比較してはるかに強烈

な地震振動を被ります。地震振動は岩盤から成る盆地周辺の丘陵地に比較して、6－8倍であろう

との指摘もあります（図９と図４を比較参照）（Pandey, 1999; DMG, 2000)。このような強烈な

振動は、とくに２階以上の高い建物に対して一層効果的に働くので、高い建物は一般的に言うと

危険です。しかしカトマンズ市内の建物の多くは２階建て以上で、３－４階の建物が一般的で（例

えば図８－Ｂ，Ｃ）、市の地震災害への弱さを際立たせています。  
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図９ カトマンズ盆地の地質図（a）と地質断面（b）（Yoshida & Igarashi, 1988に加筆） 
掘削地点は酒井ら（2000）によるコア採集掘削井の位置 
 
近い将来のカトマンズ地震災害シナリオ：カトマンズ盆地地盤の耐震脆弱性は、市内の多くの老

朽建物と劣悪な新ビルディング、さらに狭い道路と無計画・無秩序な都市構成と相まって、カト

マンズを南アジアで地震に対して も危険な都市にしています。そのうえ上記のように、カトマ

ンズは世界で一番巨大地震に晒される危険に面した都市の一つでもあります。もし1934年のネパ

ール・ビハール地震と同強度（M8.3で、カトマンズの震度はV～VIであった－図４参照）の地震

がカトマンズを襲ったならば、カトマンズの受ける打撃は大変なものと推定されています。例え

ばカトマンズ盆地地震危機対策プロジェクト（Dixitら, 1999)は、死傷者135000人で、60万人が

ホームレスになると予測しています。控えめな予測でも、盆地内の60～70％の建物が倒壊あるい

は著しく損傷するとされています。ＪＩＣＡ／ネパール内務省報告（2002）は、震度８程度を想

定し、盆地内での地域別推定死者数を示しました（図１０）が、この推定はかなり少なめのよう

です。これらの数字は地震の規模、発生の時期などによって大きく異なるでしょう。また、地震

後救助活動が悪いと大きくふくらみます。 
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図10 ネパール中部地震時のカトマンズ盆地における犠牲者数密度の推定  

（ＪＩＣＡ／ネパール内務省，2002に加筆) 
犠牲者数はカトマンズ市内で１ｋｍ２あたり1000人から一部では2000人以上と集中しているのが見られる 
 
こんなわけで、カトマンズ盆地を近い将来に襲うであろう巨大地震が、一体どれほどの災害をも

たらすかは予測困難です。また、地震によって破壊されたカトマンズ市及びその周辺地域におけ

る救助活動は困難を極めるでしょう。なにしろ市当局には掘削機、クレーン、ブルドーザーなど

の救助用重機が殆ど無いからです。 も人口密度の高いカトマンズ、パタン、バクタプールの旧

市街地域は悲惨なことになるでしょう。道路は狭く曲がりくねっており、倒壊建物の瓦礫の山の

中で、救助隊が近づけない状態が数週間は続くでしょう。外部からカトマンズ市へ通じる道路も、

地震によってあちこちで発生するであろう地すべりや橋梁崩落などで遮断され、交通は数週間か

ら数ヶ月以上ストップする可能性があります。 近ではパキスタン地震がよい見本です。飛行場

さえ使用不可能になる可能性もあります。なにしろそのような場合への組織的な備えが殆どない

からです。すべての救助物資がヘリコプターで運ばれるしかない状態になる可能性があります。

水問題、衛生問題、生活燃料、あるいは死体焼却の燃料などの問題は解決されないまま長期間継

続するでしょう。もし地震がモンスーン期あるいは冬季に起こった場合は地すべりや衛生問題、

或いは水不足、暖房のための衣料、燃料不足などは更に深刻であり、事態は 悪となります。そ

れに加えて、災害対策部が設けられている行政区はカトマンズ盆地内ではまだほんの少数にすぎ

ません。 
 
今でも続く無計画・無方針なカトマンズ盆地の人口膨張と開発は、この地域を地震災害に対して

南アジアで も危険な居住地域にしています。これまでと現在のネパール政府や市当局のやりか

たから見ると、巨大地震災害が発生した場合、政府や市当局の救助活動、復興活動の実施、その

ための特別な法的措置や社会秩序整備などが失敗する可能性は限りなく高いように思われてな

りません。 
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巨大地震災害への組織的準備を緊急に！ 
 
市内建築物の検査と危険建物の（厳格な耐震建築基準に沿った）補強・立替え、狭い道路の拡張

と道路網の整備、災害軽減のための市域プラニングの作成と効果的実行、一般に対する地震災害

への準備の呼びかけなどがカトマンズ盆地地域に緊急に必要です。そのことによって、地震災害

時の人命と財産の消失は大きく軽減されるでしょう。これは一刻も早く、今日からでも開始する

必要があります。地震は明日にも襲ってくるかも知れません。何時来るかはだれにもわかりませ

んが、とにかく近い将来に必ず起こるのです。 
 
上の記述は、カトマンズ市民をパニックに落とすことを意図したわけではありません。必要、正

確な情報を提供し、ネパールでは地震を避けることはできないことを認識して頂き、そのことに

よって個人、政治、行政が、ハードとソフトの両面で備えを持つようになってほしいと願います。

1833年と1934年の大地震時には、カトマンズ市はほとんど壊滅しました。カトマンズに地震が来

るかどうかということに、もはや議論の余地はなく、問題は何時来るかということです。科学は

まだ地震発生時期を予測できません。地震への備えを持つことだけが、地震災害軽減への道であ

ることを強調したいと思います。 
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